
●業界動向

農林水産省は食料システム法（食品等の持続的な供給を実現するための食品等事 業者による事業

活動の促進及び食品等の取引の適正化に関する法律）の本年4月全面施行を踏まえ、コスト指標を

検討する基礎データの収集を行うため、生産から販売に至る各段階でのコスト調査実施（7月末期限）

調査協力依頼

●本部活動

2026年度第2回理事会開催 6月19日（金）11:00～会場：LEVEL21東京會舘

2026年度定時総会開催 6月19日（金）13:00～会場：LEVEL21東京會舘

2025年度事業報告 2025年度決算報告 2026年度事業計画 2026年度収支予算

日食協活動報告

●支部活動

・定時総会/常任･幹事会

関東支部 6月 1日（月） 245号に資料掲載済

近畿支部 6月10日（水）

東海支部 6月23日（火）

●N-Torus（日食協入荷受付・予約システム）ニュース

出荷レポート機能リリース 荷役開始イベント選択利用・項目追加 他（4月リリースの更新）

●N-Sikle （日食協商品情報連携標準化システム）ニュース

6月19日定時総会時報告資料

●2026年度 組織体制図、役員体制
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本部はじめ各支部の2026年度定時総会が6月に入って順次開催されております。
本号ではその要点をご紹介しております。また、2026年度の日食協組織図、役員
体制をご案内しております。

https://nsk.c.ooco.jp/pdf/kaiho/246_01.pdf
https://nsk.c.ooco.jp/jigyo/2025houkoku.pdf
https://nsk.c.ooco.jp/jigyo/2025houkoku.pdf
https://nsk.c.ooco.jp/jigyo/2025kessan.pdf
https://nsk.c.ooco.jp/jigyo/2025kessan.pdf
https://nsk.c.ooco.jp/jigyo/2026keikaku.pdf
https://nsk.c.ooco.jp/jigyo/2026keikaku.pdf
https://nsk.c.ooco.jp/jigyo/2026yosan.pdf
https://nsk.c.ooco.jp/jigyo/2026yosan.pdf
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https://nsk.c.ooco.jp/pdf/kaiho/246_08.pdf
https://nsk.c.ooco.jp/pdf/kaiho/246_08.pdf
https://nsk.c.ooco.jp/pdf/kaiho/246_08.pdf
https://nsk.c.ooco.jp/pdf/kaiho/246_08.pdf
https://nsk.c.ooco.jp/pdf/kaiho/246_09.pdf
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https://nsk.c.ooco.jp/pdf/kaiho/246_09.pdf
https://nsk.c.ooco.jp/pdf/kaiho/246_09.pdf
https://nsk.c.ooco.jp/NT_useronly_enter.html
https://nsk.c.ooco.jp/pdf/kaiho/246_11.pdf
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●2026年度委員会・研究会・専門部会・ＷＧ活動 （6月１日～6月30日）

・6月 5日（金）第１回政策委員会 会場：日食協

BCP対応WG報告,「商品情報プラットフォーム」の進捗と「N-Sikle（日食協商品情報連携標準化システム）」

の状況について 他

「2026年度 定時総会議案」 について

「会長選考委員会」 2026年度役員候補者 について

・6月12日（金）第１回執行運営委員会 会場：日食協

6月5日開催 「政策委員会」 議事報告

・6月15日（月）第１回N-Sikle運営委員会全体会 会場：日食協及びWEB

経産省 商品情報連携会議 検討内容、経産省 商品情報連携会議 体制について、N-Sikleと産業横断レジストリと

のデータ連携について、小売業団体との取組みについて、日食協正副会長会議への報告、N-Sikle利用時の商品

情報連携フロー・導入効果、N-Sikle利用開始に向けて、各社ディスカッション 他

・6月16日（火）第１回ﾒｰｶｰ･卸間次世代標準EDI推進協議会 業務運用検討分科会 会場：日食協及びWEB 

業務運用検討分科会の体制と成果物、受領データ検討にあたって、合意形成ステップの共有、

今後の進め方について 他

・6月18日（木）第１回物流問題研究会 会場：日食協及びWEB

「SM物流研究会（0617）」 における検討内容の共有

「荷待ち・荷役作業削減に向けた取組みガイドライン」 の見直しについて

小売専用センターにおける事前出荷情報の展開について

特売追加に関する取り組みについて 他

・6月18日（木）第１回N-Torus運営委員会 会場：日食協及びWEB

最近のエンハンス状況について（Azureリソース拡張、他）

技術専門部会よりの報告 他

・6月25日（木）第３回N-Torus技術専門部会 会場：日食協及びWEB

稼働状況、利用状況、機能強化について 他

・6月26日（金）第２回情報システム研究会 会場：日食協及びWEB

ファイネット報告、ＪＩＩ報告、卸研報告 他

・6月30日（火）第２回ﾒｰｶｰ･卸間次世代標準EDI推進協議会 会場：日食協及びWEB

体制と第8回幹事会ご意見、幹事会とVAN機能検討分科会の進め方、メッセージ変換・定義再整理、

現仕様説明 データ送受信関連項目・コード体系／それ以外、現運用説明 流通BMS運用体制、

想定データ交換フローイメージ、今後の役割分担検討 他

6月24日（水）第２回関東支部流通業務委員会 会場：日食協会議室

物流コスト調査の件、2026年度商品研修会の件 他
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                                 令和８年７月 

一般社団法人日本加工食品卸協会 会員各位 

 

農林水産省 大臣官房 新事業・食品産業部 企画グループ  

適正取引推進に向けた調査推進コンソーシアム  

（代表機関：株式会社 博報堂、公益財団法人 流通経済研究所） 

 

農林水産省 コスト調査への御協力のお願い 

 

平素より農林水産行政に格別のお力添えを賜り厚く御礼申し上げます。 

改正食料・農業・農村基本法においては、食料の価格形成に当たり食料の持続的な供給に要する

合理的な費用が考慮されるよう必要な施策を講ずること等が明記されました。これを受け、令和７

年６月に食料システム法（食品等の持続的な供給を実現するための食品等事業者による事業活動の

促進及び食品等の取引の適正化に関する法律）が公布され、令和８年４月に全面施行となりまし

た。 

このことを踏まえ、農林水産省では、生産者、集出荷団体、加工業者、卸業者、小売業者等を対

象に食料の生産から販売に至る各段階でのコスト等を調査し、その結果を用いて多様な流通におけ

るコスト構造等の実態を把握することにより、食品の持続的な供給に要する合理的な費用を考慮し

た価格形成の実現に資することを目的とした調査を実施します。本調査は、農林水産省からの委託

により、適正取引推進に向けた調査推進コンソーシアムが調査の実施及び集計・分析を行います。 

食料システム法では、第四十一条に基づき取引で費用を認識しづらい品目を農林水産省が指定し

（指定品目）、第四十二条により、その持続的な供給に要するコストの指標（コスト指標）を、農

林水産省の認定団体が作ることができるようになりました。この指定品目には豆腐、納豆といった

チルド商品が含まれております。これらの品目のコスト指標を検討するための基礎となるデータの

収集にあたり、日本加工食品卸協会の会員企業の皆様にもご協力をいただければ幸いです。 

何卒ご検討のほどよろしくお願い申し上げます。 

 

記 

 

1．調査対象 

都市部の量販チェーン向けにチルド商品（豆腐・納豆等）を販売する事業者を対象としていま

す。 

 

2．調査の目的 

本調査は、豆腐・納豆等のチルド商品が消費者に届くまでに要するコストを調査し、合理的な費

用を考慮した価格形成の実現に向けた検討に資するデータを取得することを目的としています。 

 

３．調査の内容 

 貴社の直近１年間（令和７年度：2025年４月から2026年３月まで）におけるチルド商品の売上金



額と販売コストについて、添付の調査票（Excel）またはウェブ回答画面にご回答ください。上

記以外の決算期でご回答の場合は、調査票への回答時に決算期を記載いただけますと幸いです。 

 ※紙の調査票でのご回答を希望される場合は、調査票及び返信用封筒を郵送いたします。 

  下記の事務局までご希望の旨をご連絡ください。 

 ※ウェブ回答画面には下記URLまたはQRコードからアクセスをお願いいたします。 

  （https://ryutsukeizai.post-survey.com/op_m/?key=SdiBoFh6） 

 ※ご回答いただいた内容について、後日事務局よりお尋ねする場合がございます。 

 ※公表時において、貴社が特定されることはありません。また、調査結果を本事業の目的以外で

使用することもありません。外で使用することもありません。 

 ※要すれば、貴社と当コンソーシアムの間で機密保持契約を取交することも対応いたします。 

    

４．調査票の回答締め切り 

 令和８年７月31日（金）までに返送いただけますと幸いです。 

 

５．調査票の返送先 

ご記入いただいた調査票は、Excelデータで下記アドレス宛にお送りください。 

E-Mail: costresearch@rbl.co.jp 

 

※機密保護の観点から、Excelファイルにはパスワードを設定して送付ください。 

※ご事情により期日内での調整が難しい場合は、下記の事務局宛に別途ご相談ください。 

ご不明点等が生じましたら、事務局宛にお問合せください。 

 

 

以上 

【本調査に関するお問合せ先】 

適正取引推進に向けた調査推進コンソーシアム事務局 

（株式会社ラビロ内） 

電話番号：050-5838-9232  （平日９:00～17:00） 

E-Mail ：costresearch@rbl.co.jp 



  【 第 1 号報告】  
 

 

 

Ⅰ． 2025 年度 事業報告書 
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概 況 

 

 2025 年の我が国経済は、 実質 GDP が 2 年連続のプラ ス 成長を維持し 、 緩やかな回復基調

の中で推移し た。 実質賃金は物価上昇に賃上げが追いつかず、 前年比 1.3％減で 4 年連続の

マイ ナス と なったが、2026 年に入り 大幅な賃上げと 物価上昇の鈍化によ り 、プラ ス 圏に転じ

た。 ま た、 日経平均株価が 5 万円台に達する など名目上の高揚感がある 一方、 長引く 物価高

と 米国の追加関税リ ス ク によ る 外需の鈍化で、 生活実感の乖離が続いた 1 年であった。  

加工食品流通業界は値上げ浸透によ る 改善効果の継続によ り 、 比較的順調に推移し て

き たが、 消費減退の進行や人手不足に伴う 人件費・ 物流費の高騰など 、 決し て楽観の出

来ない状況と なっている 。 一方で、 小売業界では食品ス ーパーやド ラ ッ グス ト アの再編

が進む中で、 昨年から 続く 物価上昇によ る 節約志向や消費の二極化が続いている 。  

こ の様な状況の中で、 サプラ イ チェ ーン全体の効率化、 強靭化によ る 持続可能な供給網の

維持が従来にも 増し て求めら れている 。 協調分野と 位置付けら れる 「 物流」 及び「 情報流」

は一業界、 個社での効率化対応には限界があり 、 特にこ の 4 月よ り 本格施行さ れる 「 改正物

流効率化法」 への対応を始めと する 物流テーマについては、「 持続可能な物流の構築」 を合言

葉に施行以前から 様々な活動が展開さ れ、 製･配･販の連携によ る 協同ワ ーク によ り 、 具体的

な成果が上げら れつつある 。  

 当協会の 2025 年度は重点テーマと し て、 ①「 持続可能な物流の構築」 に向けた対応、 ②

「 サプラ イ チェ ーン全体を繋ぐ データ 基盤の構築」 に向けた対応、 ③食品卸売業と し ての

環境問題への対応、 の３ 点を引き 続き 取り 上げたが、 その内容は徐々に進化する と と も に

活動の幅も 拡がり 、 サプラ イ チェ ーンの中間に位置する 業界団体と し ての役割を果たすべ

く 、 主体的な活動を行ってき た。  

 

 

Ⅰ． テーマ別事業活動 

 

１ ．「 持続可能な物流の構築」 に向けた対応 

（ １ ）「 新物流効率化法」 の施行に向けた取組みの推進 

    ①「 ﾌ ﾄーﾞ ｻﾌﾟ ﾗｲﾁｪ ﾝー・ ｻｽﾃﾅﾋﾞ ﾘﾃｨﾌ゚ ﾛｼ゙ ｪｸﾄ会議（ FSP 会議）」 の活動を核と し 参 

画団体と の連携強化 

・ 2026 年 4 月の物効法本格施行を踏ま えた特定事業者の対応等を農林水産省 

担当者よ り 説明を受け、 各所属団体間で共有、 協議 

    ・ チルド メ ーカー10 社で構成する 「 チルド 物流研究会」 が新たに参画、 メ ー 

カー参画団体は 2 団体に拡大 

    ・「 食料シス テム法」 の概要と 運用について、 農林水産省担当官から 説明を受 

け、 共有、 協議 
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・ 本年度も 「 加工食品業界： 製配販行動指針」 について各層で評価を行い、 

その結果を共有し 、 新たに 2025 年版行動指針を策定 

    ②「 SM 物流研究会」 と 連携し た荷待ち・ 荷役作業削減に向けた取組みの推進 

    ・「 SM 物流研究会」は発足以来加盟企業が拡大し 、3 月末現在で 24 社に増加、  

首都圏 SM 物流研究会、 関西 SM 物流研究会の分科会活動を含め、 活発な  

活動を展開。 当協会は毎回オブザーバー参加し 、 重点施策の共有と 推進につ

いて、 常に連携し て対応 

   

（ ２ ）「 N -Torus（ 日食協ト ラ ッ ク 入荷受付・ 予約シス テム） 事業」 の持続的成長を  

目指し た体制整備 

①  拠点拡大に備えたリ ソ ース の拡張及び現場ニーズを踏ま えた機能整備 

    ・「 N -Torus 技術専門部会」 にて策定し たエンハンス 計画（ 第 1 次～第 4 次） 

     に基づき 、 第 3 次計画ま でをリ リ ース 、 現場ニーズに対応 

    ・ 拠点拡大に伴い、 ク ラ ウ ド シス テム基盤と なる M S-Azure のリ ソ ース を増 

     強、 600 拠点体制に耐えう る 基盤増強を実施 

②  2025 年度導入・ 稼働拠点数（ 稼働予定を含む）  

導入企業 2025.3.31 現在 2025 年度導入 2026.3.31 現在 

卸売業     ４ ０ ３       ５ ８      ４ ６ １  

製造業      ２ ０        ４       ２ ４  

物流業       ８        ６       １ ４  

小売業      １ ０       △１        ９  

（ 合  計）     （ ４ ４ １ ）     （  ６ ７ ）     （ ５ ０ ８ ）  

 

導入企業 20.03 21.03 22.03 23.03 24.03 25.03 26.03 

卸 売 業  ３ ０   ７ １  １ ０ ０  １ ３ ０  ２ ３ ２  ４ ０ ３  ４ ６ １  

製 造 業   ４    ５    ８   １ ０   ２ ０   ２ ０   ２ ４  

物 流 業   ０    ０    ０    ０    ６    ８   １ ４  

小 売 業   １    １    １    １    １   １ ０    ９  

（ 合 計）   ３ ５   ７ ７  １ ０ ９  １ ４ １  ２ ５ ９  ４ ４ １  ５ ０ ８  

 

③  2025 年度事業収支（ 単位： 千円）  

 2025 年 3 月期 2026 年 3 月期 増 減 額 

経常収益   １ ６ ３ ,３ ８ ７    ２ ０ ３ ， ５ ７ ４   ＋ ４ ０ ， １ ８ ７  

経常費用   １ ３ ６ ,４ ５ ０    １ ９ ３ ， ２ ５ １   ＋ ５ ６ ， ８ ０ １  

経常収支    ２ ６ ,９ ３ ７     １ ０ ， ３ ２ ３    △ １ ６ ， ６ １ ４  
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２ ．「 サプラ イ チェ ーン全体を繋ぐ データ 基盤の構築」 に向けた対応 

（ １ ）「 メ ーカー・ 卸間次世代標準 ED I 」 の実装に向けた取組み 

    ①「 メ ーカー・ 卸間次世代標準 ED I 推進協議会（ 次世代 EDI 協議会）」 の発 

足と 運営 

    ・ メ ーカー29 社、 卸 9 社の参加を得て、 次世代 ED I 協議会が発足、 2025 年 

度中に全体会 2 回、 幹事会 6 回を開催 

    ・ 2025 年度は第１ ス テッ プと し て、 事前出荷情報（ ASN ） を中心と し た物流 

メ ッ セージの構築を実施 

    ②「 事前出荷情報（ ASN ） 運用指針」 の策定 

    ・ 次世代 ED I 協議会の「 ASN 運用検討分科会」 にて、 ASN の運用に関わる  

基本方針及びルールを定めた運用指針を策定、 公表 

③ 通信手段実装に関する 検討 

・ 2026 年度に予定する 通信機能の構築に向け、 VAN 事業に関わる 各企業に 

参加要請を行い、「 VAN 機能検討分科会」 を VAN 事業者 4 社の参加を得て  

発足 

 

（ ２ ）「 商品情報連携標準」 の実現に向けた取組み 

  ① 経済産業省主催の「 商品情報連携会議」 への参画 

    ・「 商品情報連携会議」 の分科会である 「 商品情報の取扱に関する 検討 W G」  

及び「 商品情報の在り 方・ 商慣習に関する 検討 W G」 に参加、 卸の立場から  

様々な提言を実施 

②「 N -Sik le（ 日食協商品情報連携標準化シス テム）」 の小売連携を含めた普及 

推進に向けた取組み 

    ・「 商品情報連携会議」 で考え方が纏めら れた「 商品情報プラ ッ ト フ ォ ーム」  

と 連携し 、現状の「 N -Sik le」 を小売業と の情報連携を含めたプラ ッ ト フ ォ ー

ムに拡張、 小売事業団体と の連携を図り ながら 実装に向けた検討を推進 

 

３ ．  食品卸売業と し ての環境問題への対応 

（ １ ） サス テナビリ ティ 研究会「 環境問題分科会」 の活動 

  ・「 省エネ・ CO2 環境問題対応指針」 のテーマについて、 会員企業の対応状況を確認す

る「 環境問題対応アンケート 」 を本年度も 実施、その内容を下記企業にフィ ード バッ

ク する と と も に、 分析結果をと り ま と め 

（ ２ ） サス テナビリ ティ 研究会「 SDG’S 分科会」 の活動 

  ・ 会員企業向けに SDG’S の内容について解説し た「 食品卸売業における SDG’S 対応

について」 を会報及びホームページ上で発表し 、別途「 食品卸のサス テナビリ ティ 」

と し て冊子にま と め、 発刊（ 日食協 H P 上に掲載中）  
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４ ． その他の事業活動 

（ １ ）「 フード ディ ス ト リ ビュ ーショ ン（ FD2025）」 の開催・ 運営 

  ・ 本年で 9 回目の開催と なる「 食品×物流」 をテーマと し た国内唯一の専門展、 当協会

と （ 一財） 食品産業センタ ーが主催者と なり 運営に参画 

  ・ 2025 年 10 月 15 日～17 日、 於： 東京ビッ グサイ ト 東ホール、 来場者 19,771 名 

  ・ 主催者セミ ナーと し て、「 持続可能な物流の構築にむけて」 をテーマと し たパネルデ

ィ ス カッ ショ ンを実施し 、 メ ーカー・ 卸・ 小売の 3 層間で進めている 協同ワ ーク の

内容を報告 

   【  パネリ ス ト  】  

     ・ 伊藤ハム米久ホールディ ングス㈱ 加工食品事業本部部長  竹内  大介 

     ・（ 一社） 日本加工食品卸協会 専務理事           時岡 肯平 

     ・ ㈱ ラ イ フコ ーポレーショ ン 執行役員首都圏物流本部長   渋谷  剛 

   【  コ ーディ ネータ ー 】  

     ・（ 公財） 流通経済研究所 特任研究員                 堀尾  仁 

 

（ ２ ） 各種研修活動 

 ①「 情報シス テム研修会」   

・ 2025 年 10 月 24 日 於： ウ ェ ビナーによ る オンラ イ ン開催 

  （ 研修内容）  ・「 開会挨拶」  日食協 情報シス テム研究会 座長 酒井 宏高 

・「 活動報告」  日食協 専務理事         時岡 肯平 

・「 流通 BM S 協議会」 の活動報告 

        流通 BM S 協議会事務局長     坂本 真人 氏 

・「 製･配･販連携協議会」 の活動状況について 

        流通経済研究所 主任研究員     久保田倫生 氏 

・「 商品情報連携標準と N -Sik le の連携について」  

     国分グループ本社株式会社 顧問      佐藤登志也 氏 

    （ 株） サイ バーリ ンク ス  SCM 副事業部長 清原 智  氏 
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 ②「 北海道支部交流会」  

  ・ 2025 年 10 月 30 日 於： 札幌グラ ンド ホテル（ 札幌市中央区）  

  （ 研修内容）・「 開会挨拶」  日食協 北海道支部 支部長    齋藤 伸一 

        ・「 活動報告」  日食協 専務理事         時岡 肯平 

        ・ 講演：「 人口減少下における 流通業界の課題」  

              流通科学大学商学部経営学科教授    白鳥  和生 氏 

 

 ③「 東北支部経営実務研修会」  

  ・ 2025 年 11 月 20 日 於： ホテルモント レ仙台（ 仙台市青葉区）  

  （ 研修内容）・「 開会挨拶」  日食協 東北支部 支部長     佐藤  淳 

        ・「 活動報告」  日食協 専務理事         時岡 肯平 

        ・ 講演：「 人口減少下における 流通業界の課題」  

              流通科学大学商学部経営学科教授    白鳥  和生 氏 

 

 ④「 関東支部経営実務研修会」  

  ・ 2025 年 11 月 6 日 於： アート ホテルズ日暮里ラ ングウ ッ ド （ 東京都荒川区）  

  （ 研修内容）・「 開会挨拶」  日食協 関東支部 支部長     服部 真也 

        ・「 活動報告」  日食協 専務理事         時岡 肯平 

        ・ 講演：「 人口減少下における 流通業界の課題」  

              流通科学大学商学部経営学科教授    白鳥  和生 氏 

 

⑤「 東海支部・ 中部食料品問屋連盟 合同懇談会」  

  ・ 2025 年 11 月 18 日 於： 名古屋観光ホテル（ 名古屋市中区）  

  （ 研修内容）・「 開会挨拶」  日食協 東海支部 支部長      永津 嘉人 

        ・  活動報告」  日食協 専務理事         時岡 肯平 

        ・ 講演：「 プロ 野球選手と 食」  

          元中日ド ラ ゴンズ監督、 N H K プロ 野球解説者   与田  剛 氏 

 

⑥「 北陸支部経営実務研修会」  

  ・ 2025 年 11 月 28 日 於： AN A ク ラ ウ ンプラ ザホテル金沢（ 石川県金沢市）  

  （ 研修内容）・「 開会挨拶」  日食協 北陸支部 支部長     谷口 英樹 

        ・「 活動報告」  日食協 専務理事         時岡 肯平 

        ・ 講演：「 人口減少下における 流通業界の課題」  

              流通科学大学商学部経営学科教授    白鳥  和生 氏 
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⑦「 近畿支部・ 大阪府食品卸同業会 合同実務研修会」  

  ・ 2025 年 11 月 6 日 於： OM M ビル（ 大阪市中央区）  

  （ 研修内容）  ・ 講演「 ～政治・ 経済・ 国際～ 

 ハゲタ カの視点で世界と 日本の混迷を見通す」  

                           小説家  真山 仁 氏 

 

 ⑧「 中四国支部経営実務研修会」  

  ・ 2025 年 10 月 2 日 於： ホテルグラ ンヴィ ア広島（ 広島市南区）  

（ 研修内容）・「 開会挨拶」  日食協 中四国支部 支部長    渋江  透 

        ・「 活動報告」  日食協 専務理事         時岡 肯平 

        ・ 講演：「 人口減少下における 流通業界の課題」  

              流通科学大学商学部経営学科教授    白鳥  和生 氏 

 

 ⑨「 九州・ 沖縄支部賛助会員連絡会」  

  ・ 2025 年 12 月 11 日 於： AN A ク ラ ウ ンプラ ザホテル福岡（ 福岡市博多区）  

  （ 研修内容）・「 支部長挨拶」 日食協 九州・ 沖縄支部 支部長  工藤 恭二 

        ・「 活動報告」  日食協 専務理事         時岡 肯平 

        ・ 講演：「 人口減少下における 流通業界の課題」  

              流通科学大学商学部経営学科教授    白鳥  和生 氏 

 

Ⅱ． 総務関係 

 

１ ． 組織運営状況 

（ １ ） 総会・ 理事会 

  ① 定時総会 

  ・ 2025 年 6 月 3 日 LEVE L21 東京會舘 

   （ 議事内容）  報告事項 

・ 2024 年度事業報告の件 

・ 2025 年度事業計画並びに収支予算の件 

決議事項 

・ 2024 年度決算報告承認の件 

          ・ 役員退任に伴う 選任の件 

          ・ 会費の額及び徴収方法の件 

           

② 理事会 

  ・ 第１ 回 2025 年 5 月 2 日（ 書面表決の理事会）  
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   （ 議事内容）  ・ 2024 年度事業報告に関する 件 

          ・ 2024 年度決算報告に関する 件 

          ・ 会員の動向に関する 件 

          ・ 役員改選に関する 件 

          ・ 会費の額及び徴収方法の件 

          ・ 定時総会開催に関する 件 

          ・ 提案を可決する 旨の理事会があったも のと みなさ れる 日を  

2025 年 5 月 2 日と する こ と  

  ・ 第 2 回 2025 年 6 月 3 日 LEVE L21 東京會舘 

   （ 議事内容）  ・ 2024 年度下半期事業活動追加報告の件 

・ 2025 年度定時総会提出議案について 

  ・ 第 3 回 2025 年 11 月 14 日 LEVEL21 東京會舘 

   （ 議事内容）  ・ 2025 年度上半期事業活動報告の件 

  ・ 第 4 回 2026 年 3 月 12 日 LEVEL21 東京會舘 

   （ 議事内容）  ・ 2025 年度下半期事業活動追加報告の件 

          ・ 2026 年度事業計画書承認の件 

          ・ 2026 年度収支予算書承認の件 

・ 賛助会員新規加入承認の件 

  ③ 支部総会 

  （ 関東支部）    2025 年 6 月 9 日  LE VE L21 東京會舘（ 東京都千代田区）  

  （ 東海支部）    2025 年 6 月 24 日 名古屋観光ホテル（ 名古屋市中区）  

  （ 近畿支部）    2025 年 6 月 25 日 帝国ホテル大阪（ 大阪市北区）  

  （ 北陸支部）    2025 年 7 月 15 日 ホテル日航金沢（ 石川県金沢市）  

  （ 北海道支部）   2025 年 7 月 8 日  札幌パーク ホテル（ 札幌市中央区）  

  （ 九州沖縄支部）  2025 年 7 月 7 日  AN A ｸﾗｳﾝﾌ゚ ﾗｻ゙ ﾎﾃﾙ福岡（ 福岡市博多区）  

（ 中四国支部）   2025 年 7 月 10 日 ホテルグラ ンヴィ ア広島（ 広島市南区）  

  （ 東北支部）    2025 年 7 月 17 日  ホテルモント レ仙台（ 仙台市青葉区）  

    [各支部の議事内容] ・ 2024 年度事業報告及び決算報告 

              ・ 2025 年度事業計画及び収支予算 

              ・ 役員改選  ・ 支部活動状況報告 

 

（ ２ ） 委員会等 

① 政策委員会 

・ 第 1 回 2025 年 5 月 20 日 日本加工食品卸協会会議室 

   （ 議事内容）  ・「 食料供給困難事態対策法」  等に関する 件 

          ・「 ﾌー ﾄﾞ ｻﾌ゚ ﾗｲﾁｪ ﾝーにおける 商慣行に関する 実態調査報告書」 の件 
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          ・「 持続可能な物流の構築」  関連テーマ 

          ・「 サプラ イ チェ ーン全体を繋ぐ データ 基盤の構築」  関連テーマ 

          ・「 2025 年度定時総会（ 6 月 3 日（ 水）」  の議事について 

  ・ 第 2 回 2025 年 8 月 28 日 LEVEL21 東京會舘 

（ 議事内容）・「 持続可能な物流の構築」  関連テーマ 

         ・「 賛助会員幹事店会」  の議案について 

  ・ 第 3 回 2025 年 10 月 29 日 日本加工食品卸協会会議室 

    （ 議事内容）・「 持続可能な物流の構築」  関連テーマ 

         ・「 サプラ イ チェ ーン全体を繋ぐ データ 基盤の構築」  関連テーマ 

         ・「 N -Torus」 の今後の事業運営について 

         ・ 11 月 14 日開催「 正副会長会議・ 理事会」 の議事内容について 

 

 ② 賛助会員幹事店会 

  ・ 2025 年 8 月 28 日 LE VEL21 東京會舘 

    （ 議事内容）・「 商品識別コ ード （ GTIN ・ JAN ） の運用状況と 改廃に関わる  

商習慣について」            

③ 執行運営委員会 

  ・ 第 1 回 2025 年 6 月 12 日 6 月 3 日理事会議事共有ほか 

  ・ 第 2 回 2025 年 9 月 2 日  8 月 28 日「 政策委員会・ 賛助会員幹事店会」 議事共有 

  ・ 第 3 回 2025 年 12 月 8 日 11 月 14 日開催「 正副会長会議・ 理事会」 議事報告ほ

か 

  ・ 第 4 回 2026 年 3 月 27 日 3 月 12 日開催「 正副会長会議・ 理事会」 議事報告ほか  

 

 

 ④N -Torus 運営委員会（ 内容省略）  

  ・ 第１ 回 2025 年 6 月 4 日      ・ 第 2 回 2025 年 8 月 29 日 

  ・ 第 3 回 2025 年 10 月 27 日     ・ 第 4 回 2026 年 1 月 21 日 

  ・ 第 5 回 2026 年 3 月 30 日 

 

 ⑤N -Torus 技術専門部会（ 内容省略）  

  ・ 第 1 回 2025 年 4 月 24 日     ・ 第 2 回 2025 年 5 月 29 日 

  ・ 第 3 回 2025 年 6 月 26 日     ・ 第 4 回 2025 年 8 月 22 日 

  ・ 第 5 回 2025 年 9 月 25 日     ・ 第 6 回 2025 年 10 月 23 日 

  ・ 第 7 回 2025 年 11 月 27 日     ・ 第 8 回 2025 年 12 月 25 日 

  ・ 第 9 回 2026 年 1 月 22 日     ・ 第 10 回 2026 年 2 月 26 日 

  ・ 第 11 回 2026 年 3 月 26 日 
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 ⑥メ ーカー・ 卸間次世代 E D I 推進協議会（ 内容省略）  

  ・ 第 1 回 2025 年 4 月 17 日（ 全体会）  ・ 第 2 回 2025 年 5 月 30 日（ 幹事会）  

  ・ 第 3 回 2025 年 7 月 30 日（ 幹事会）  ・ 第 4 回 2025 年 9 月 24 日（ 幹事会）  

  ・ 第 5 回 2025 年 10 月 28 日（ 全体会）  ・ 第 6 回  2025 年 11 月 26 日（ 幹事会）  

  ・ 第 7 回 2026 年 1 月 29 日（ 幹事会）  ・ 第 8 回  2026 年 3 月 25 日（ 幹事会）  

  

⑦N -Sik le 運営委員会（ 内容省略）  

  ・ 第 1 回 2025 年 4 月 24 日（ 幹事会）  ・ 第 2 回 2025 年 7 月 16 日（ 幹事会）  

  ・ 第 3 回 2025 年 8 月 20 日（ 全体会）  ・ 第 4 回 2025 年 10 月 20 日（ 幹事会）  

  ・ 第 5 回 2025 年 12 月 9 日（ 幹事会）  ・ 第 6 回 2026 年 3 月 24 日（ 全体会）  

 

（ ３ ） 研究会、 W G 等 

 ①情報シス テム研究会 

  ・ 第１ 回 2025 年 4 月 25 日 企業 I T 動向調査に関する 件ほか 

  ・ 第 2 回 2025 年 6 月 27 日 次世代標準 E DI 推進協議会の報告ほか 

  ・ 第 3 回 2025 年 7 月 25 日 N -Sik le（ 主要商品情報連携強化ネッ ト ワ ーク ） の件 

  ・ 第 4 回 2025 年 9 月 26 日 10/24 情報シス テム研修会アジェ ンダ共有と 意見交換 

  ・ 第 5 回 2025 年 11 月 28 日 業界と し ての BCP 対策について 

  ・ 第 6 回 2025 年 12 月 19 日 次世代標準 ED I 推進協議会から 報告、 情報共有ほか 

  ・ 第 7 回 2026 年 1 月 23 日 業界と し ての BCP 対策についてほか 

  ・ 第 8 回 2026 年 2 月 20 日 日食協Ｂ Ｃ Ｐ 検討状況共有ほか 

 

 ②物流問題研究会 

  ・ 第 1 回 2025 年 6 月 4 日  6 月 3 日定時総会報告事項の情報共有ほか 

  ・ 第 2 回 2025 年 8 月 29 日 FSP 会議での議論についてほか 

  ・ 第 3 回 2025 年 10 月 27 日 「 特定荷主の物流効率化法への対応の手引き 」  に 

関する 質疑応答ほか 

  ・ 第 4 回 2026 年 1 月 21 日 12 月 23 日「 FSP 会議」 に関する 報告ほか 

  ・ 第 5 回 2026 年 3 月 30 日 「 SM 物流研究会」 検討内容共有ほか 

 

 ③サス テナビリ ティ 研究会： SDGs 分科会（ 内容省略）  

  ・ 第 1 回 2025 年 6 月 17 日     ・ 第 2 回 2025 年 9 月 10 日 

 

 ④サス テナビリ ティ 研究会： 環境問題分科会（ 内容省略）  

  ・ 第 1 回 2025 年 4 月 15 日     ・ 第 2 回 2025 年 7 月 29 日 
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  ・ 第 3 回 2025 年 10 月 8 日 

 ⑤法務研究会 

  ・ 第 1 回 2025 年 5 月 21 日 下請法改正の概略と 影響について 

  ・ 第 2 回 2025 年 7 月 16 日 取適法（ 下請法改正） の対応について 

  ・ 第 3 回 2025 年 9 月 17 日 リ ーガルテッ ク の活用について 

  ・ 第 4 回 2025 年 11 月 19 日 物流関連法の対応について 

  ・ 第 5 回 2026 年 1 月 15 日 制裁について 社内教育について 

  ・ 第 6 回 2026 年 3 月 19 日 仕入れ先の信用不安（ 卸の立場での実務上の諸論点）    

 

 ⑥労務管理研究会 

  ・ 第 1 回 2025 年 9 月 3 日 人的資本経営の認識と 体制整備の現状についてほか 

  ・ 第 2 回 2026 年 1 月 9 日 新卒社員の採用・ 配属状況についてほか 

 

 ⑦税務問題対応 W G 

  ・ 第 1 回 2025 年 9 月 11 日 令和 7 年度税制改正要望書の件 

 

 ⑧E D I -W G、 次世代標準 E D I 検討専門部会、 合同会議（ 内容省略）  

  ・ 第 1 回 2025 年 6 月 19 日     ・ 第 2 回 2025 年 7 月 22 日 

 

 ⑨商品開発研究会 

  ・ 第１ 回 2026 年 3 月 2 日 ク レーム実態調査集計結果 

 

２ ． 会員動向 

  （ 会員数推移）  

会員区分 2025.4.1 加入 退会 2026.3.31 

正会員 ９ ４            ９ ４  

事業所会員 ９ ３          ９ ３  

賛助会員 １ ２ ６      １        １ ２ ７  

団体賛助会員      ３        ３  

（ 合 計）    ３ １ ６      1         ３ １ ７  

 

以上 
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●業界動向

農林水産省は食料システム法（食品等の持続的な供給を実現するための食品等事 業者による事業

活動の促進及び食品等の取引の適正化に関する法律）の本年4月全面施行を踏まえ、コスト指標を

検討する基礎データの収集を行うため、生産から販売に至る各段階でのコスト調査実施（7月末期限）

調査協力依頼

●本部活動

2026年度第2回理事会開催 6月19日（金）11:00～会場：LEVEL21東京會舘

2026年度定時総会開催 6月19日（金）13:00～会場：LEVEL21東京會舘

2025年度事業報告 2025年度決算報告 2026年度事業計画 2026年度収支予算

日食協活動報告

●支部活動

・定時総会/常任･幹事会

関東支部 6月 1日（月） 245号に資料掲載済

近畿支部 6月10日（水）

東海支部 6月23日（火）

●N-Torus（日食協入荷受付・予約システム）ニュース

出荷レポート機能リリース 荷役開始イベント選択利用・項目追加 他（4月リリースの更新）

●N-Sikle （日食協商品情報連携標準化システム）ニュース

6月19日定時総会時報告資料

●2026年度 組織体制図、役員体制
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246号の概要
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本部はじめ各支部の2026年度定時総会が6月に入って順次開催されております。
本号ではその要点をご紹介しております。また、2026年度の日食協組織図、役員
体制をご案内しております。

https://nsk.c.ooco.jp/pdf/kaiho/246_01.pdf
https://nsk.c.ooco.jp/jigyo/2025houkoku.pdf
https://nsk.c.ooco.jp/jigyo/2025houkoku.pdf
https://nsk.c.ooco.jp/jigyo/2025kessan.pdf
https://nsk.c.ooco.jp/jigyo/2025kessan.pdf
https://nsk.c.ooco.jp/jigyo/2026keikaku.pdf
https://nsk.c.ooco.jp/jigyo/2026keikaku.pdf
https://nsk.c.ooco.jp/jigyo/2026yosan.pdf
https://nsk.c.ooco.jp/jigyo/2026yosan.pdf
https://nsk.c.ooco.jp/pdf/kaiho/246_06.pdf
https://nsk.c.ooco.jp/pdf/kaiho/245_03.pdf
https://nsk.c.ooco.jp/pdf/kaiho/245_03.pdf
https://nsk.c.ooco.jp/pdf/kaiho/245_03.pdf
https://nsk.c.ooco.jp/pdf/kaiho/245_03.pdf
https://nsk.c.ooco.jp/pdf/kaiho/245_03.pdf
https://nsk.c.ooco.jp/pdf/kaiho/246_08.pdf
https://nsk.c.ooco.jp/pdf/kaiho/246_08.pdf
https://nsk.c.ooco.jp/pdf/kaiho/246_08.pdf
https://nsk.c.ooco.jp/pdf/kaiho/246_08.pdf
https://nsk.c.ooco.jp/pdf/kaiho/246_08.pdf
https://nsk.c.ooco.jp/pdf/kaiho/246_09.pdf
https://nsk.c.ooco.jp/pdf/kaiho/246_09.pdf
https://nsk.c.ooco.jp/pdf/kaiho/246_09.pdf
https://nsk.c.ooco.jp/pdf/kaiho/246_09.pdf
https://nsk.c.ooco.jp/pdf/kaiho/246_09.pdf
https://nsk.c.ooco.jp/NT_useronly_enter.html
https://nsk.c.ooco.jp/pdf/kaiho/246_11.pdf
https://nsk.c.ooco.jp/pdf/kaiho/246_11.pdf
https://nsk.c.ooco.jp/pdf/kaiho/246_11.pdf
https://nsk.c.ooco.jp/pdf/kaiho/246_11.pdf
https://nsk.c.ooco.jp/soshiki_yakuin.html
https://nsk.c.ooco.jp/soshiki_yakuin.html


●2026年度委員会・研究会・専門部会・ＷＧ活動 （6月１日～6月30日）

・6月 5日（金）第１回政策委員会 会場：日食協

BCP対応WG報告,「商品情報プラットフォーム」の進捗と「N-Sikle（日食協商品情報連携標準化システム）」

の状況について 他

「2026年度 定時総会議案」 について

「会長選考委員会」 2026年度役員候補者 について

・6月12日（金）第１回執行運営委員会 会場：日食協

6月5日開催 「政策委員会」 議事報告

・6月15日（月）第１回N-Sikle運営委員会全体会 会場：日食協及びWEB

経産省 商品情報連携会議 検討内容、経産省 商品情報連携会議 体制について、N-Sikleと産業横断レジストリと

のデータ連携について、小売業団体との取組みについて、日食協正副会長会議への報告、N-Sikle利用時の商品

情報連携フロー・導入効果、N-Sikle利用開始に向けて、各社ディスカッション 他

・6月16日（火）第１回ﾒｰｶｰ･卸間次世代標準EDI推進協議会 業務運用検討分科会 会場：日食協及びWEB 

業務運用検討分科会の体制と成果物、受領データ検討にあたって、合意形成ステップの共有、

今後の進め方について 他

・6月18日（木）第１回物流問題研究会 会場：日食協及びWEB

「SM物流研究会（0617）」 における検討内容の共有

「荷待ち・荷役作業削減に向けた取組みガイドライン」 の見直しについて

小売専用センターにおける事前出荷情報の展開について

特売追加に関する取り組みについて 他

・6月18日（木）第１回N-Torus運営委員会 会場：日食協及びWEB

最近のエンハンス状況について（Azureリソース拡張、他）

技術専門部会よりの報告 他

・6月25日（木）第３回N-Torus技術専門部会 会場：日食協及びWEB

稼働状況、利用状況、機能強化について 他

・6月26日（金）第２回情報システム研究会 会場：日食協及びWEB

ファイネット報告、ＪＩＩ報告、卸研報告 他

・6月30日（火）第２回ﾒｰｶｰ･卸間次世代標準EDI推進協議会 会場：日食協及びWEB

体制と第8回幹事会ご意見、幹事会とVAN機能検討分科会の進め方、メッセージ変換・定義再整理、

現仕様説明 データ送受信関連項目・コード体系／それ以外、現運用説明 流通BMS運用体制、

想定データ交換フローイメージ、今後の役割分担検討 他

6月24日（水）第２回関東支部流通業務委員会 会場：日食協会議室

物流コスト調査の件、2026年度商品研修会の件 他
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日本加工食品卸協会 活動報告

～ 「加工食品サプライチェーンの現状と課題」 ～

2026年 6月 19日

定時総会 資料
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一般社団法人 日本加工食品卸協会 概要・沿革

代表理事 会 長 國分 晃 （国分グループ本社株式会社 代表取締役 社長執行役員COO）

副会長 岡本 均 （伊藤忠食品株式会社 代表取締役 社長執行役員）

副会長 京谷 裕 （三菱食品株式会社 代表取締役社長）

副会長 服部 真也 （株式会社日本アクセス 代表取締役社長 社長執行役員）

加盟会員 正会員 ９４社

事業所会員 ９３社

賛助会員 １２７社

団体賛助会員 ３団体 （2026年3月末日現在）

沿革 1905年（明治38年） 大日本缶詰業連合会 設立

1922年（大正11年） 缶詰普及協会 設立

1927年（昭和 2年） 社団法人日本缶詰協会 設立

           （現在の「日本缶詰びん詰レトルト食品協会」）

1966年（昭和41年） 日本缶詰協会の内販部会342社が結集分離し

                                「全国缶詰問屋協会」が発足

1977年（昭和52年） 日本加工食品卸協会 設立

1993年（平成 5年） 農林水産省の社団法人化

2012年（平成24年） 一般社団法人日本加工食品卸協会に組織変更
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本日の報告内容

１．加工食品サプライチェーンの現状

・加工食品流通業界の特徴

２．「持続可能な物流の構築」 に向けた取組み

・「物流テーマ」 における製配販の連携経緯

・「フードサプライチェーン・サステナビリティプロジェクト会議（FSP会議）」

・「FSP会議」での議論を通じた成果物

・「ＳＭ物流研究会」 の活動状況

・「改正物流効率化法」 の施行について

３．サプライチェーンを繋ぐ情報流の現状と課題

・ 加工食品流通業界の情報流の現状

・ メーカー・卸間の情報流効率化に向けた取組み

・ 商品情報連携におけるサプライチェーン間での課題

・「N-Sikle」（日食協 商品情報連携標準化システム）

2
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１．加工食品流通業界の特徴（商流・物流・情報流 状況）

3

商

流

物

流

メーカー 卸売業 小売業本部

店舗

業界VAN（ファイネット等）

メーカー物流業者

メーカー共配業者

路線便事業者

卸売業DC（汎用・専用）

小売共同DC・TC

受注

出荷指示 納品データ

発注

納品

納品

納品

物流
情報

VAN各社（多数存在）

発注
日食協

EDI-FMT 受注 発注流通BMS

VAN各社（多数存在）

流通BMS

出荷
指示

納品データ

納品

物流
情報

業
界
の
特
徴

① 扱い商品が毎日の生活必需品であり、社会的インフラを担っている
② メーカー・小売業ともに大小さまざま多数のプレイヤーが存在 ・食品メーカー数－２万社以上、食品小売店舗数－10万店舗以上

③ 卸は各エリアで企業統合を重ね、大手全国卸に集約 ・食品卸企業－大手9社で90％強のシェア（売上高12兆円）
④ 多品種・多頻度・小ロットで流通し、物流・情報流の負担が大きい

・商品数（ジャパン・インフォレックス社：登録マスタ件数）－200万件
・小売店舗への納品は毎日配送・バラ納品が一般的 ・小売・卸間の受発注データ・納品データ数は月間20億明細以上
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（１）「物流テーマ」 における製配販の連携経緯

（２）「フードサプライチェーン・サステナビリティプロジェクト会議（FSP

会議）」

（３）「FSP会議」での議論を通じた成果物

（４）「ＳＭ物流研究会」 の活動状況

（５）「改正物流効率化法」 の施行について

4

２．メーカー・卸・小売の取組み－「FSP会議」
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（１）「物流テーマ」における製配販3層の連携経緯

・2019年7月 全日本トラック協会食料品部会から受注日翌日

納品から翌々日納品へのリードタイム延長要望

・2019年9月 日食協 「リードタイム（LT）延長化について」

・2020年6月 製･配･販連携協議会 ロジスティクス最適化WG

LT延長問題 「基本的な考え方と取組の方向性」

・2020年12月 食品メーカー8社と卸6社の共同ワーク開始

・2021年10月 製配販各層が取り組むべき施策を取りまとめ

・2022年4月 FSP会議発足－製配販３層の取組み開始

・2024年4月 FSP会議に「SM物流研究会」 が加入

・2025年8月 FSP会議に「チルド物流研究会」 が加入

 

5
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（２）フードサプライチェーン・サステナビリティプロジェクト会議（FSP会議）

6

①目 的
・フードサプライチェーン全体の使命である「生活者への途切れることのない食品供給」

を将来にわたり維持発展させるために、協調して取組む必要のある「物流」及び「情
報流」の課題を発掘し、その解決策を製（製造業）、配（卸売業）、販（小売
業）の三層でそれぞれの業界および個社の事情を超えて議論し、社会実装する。

②構成メンバー
・小売業：日本スーパーマーケット協会（JSA）

全国スーパーマーケット協会（NSAJ）
オール日本スーパーマーケット協会（AJS）
SM物流研究会（2024年4月加盟）

・卸売業：日本加工食品卸協会（NSK）
・製造業：食品物流未来推進会議（SBM）

味の素、カゴメ、キッコーマン食品、キユーピー
日清オイリオ、日清製粉ウェルナ、ハウス、ミツカン

チルド物流研究会（2025年8月加盟）
伊藤ハム米久ホールディングス、江崎グリコ、日清食品チルド
日清ヨーク、日本ハム、プリマハム、丸大食品、明治
森永乳業、雪印メグミルク
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【物流の法規制化に向けた「メーカー・卸・小売3層での協調対応」】

・「物流の適正化・生産性向上に向けたガイドライン」 に対応する 「加工食品業界

製配販行動指針」 の共同作成とPDCAの実践

・「荷待ち・荷役作業削減に向けた加工食品業界の取組みガイドライン」 の共同作成

・上記を踏まえた各団体の 「物流の適正化・生産性向上に向けた自主行動計画」 の

共同作成

【「持続可能な物流の構築」のための商慣習の是正】

・店舗納品期限「2分の１残し」への統一化と、それを前提としたメーカー・卸間納品

期限のルール化

・3層間の最適連携を目指す、小売・卸間、卸・メーカー間の定番発注締めの時間調整

・特売・新商品の確定数量化を可能にする、適正納品リードタイムの確保

7

（３）「FSP会議」 での議論を通じた 「成果物」
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加工食品業界製配販行動指針（FSP版）

①荷待ち時間・荷役作業等にかかる時間の把握 入出荷に係る荷待ち・荷役作業等にかかる時間を把握する Ａ

②荷待ち・荷役作業時間 　「2時間以内」ルール
・物流事業者に対し、長時間の荷待ちや運送契約にない荷役作業等をさせてはならない。

・荷待ち荷役作業等にかかる時間が2時間以内となっている荷主は、目標1時間以内としつつ、更なる時間短縮に努める
Ａ

③納品リードタイムの確保 物流事業者の準備時間の確保や輸送手段の選択肢を増やすために、納品リードタイムを十分に確保する Ａ

④予約受付システムの導入 システムを導入し、荷待ち時間を削減する Ａ

⑤物流資機材の標準化・利活用
・パレット等の物流資機材の規格等について標準化を推進する。

・パレットの活用について提案があった場合には協議に応じ、積極的な活用を検討する。
Ａ

⑥物流システムの標準化・利活用 データ・システムの仕様の標準化と共同利活用を推進する Ａ

⑦検品の効率化・検品水準の適正化 検品の効率化・適正化を推進し、検品のための作業や検品時間を削減する Ａ

⑧出荷に合わせた生産・荷造り等 出荷時の順序や荷姿を想定した生産・荷造り等を行い、荷役時間を短縮する Ａ

⑨共同輸配送の推進等による車両の有効活用
・幹線輸送と集荷配送の分離、集荷・配送先の集約等を実施する

・他荷主との連携や積合せ輸送の実施により、積載率を向上する C

⑩発注の適正化
日内（朝納品の集中）・曜日・月波動の平準化や、繁閑差の平準化、適正量の在庫の保有・納品日の集約・発注の

大ロット化等を通じて発送・納品量を適正化する。
C

⑪混雑時を避けた運送 渋滞や混雑を避け、出荷・納品時間を分散させる C

⑫物流管理統括者の選定
物流業務を統括する者（役員等）を選任し、物流の適正化・生産性向上に向け、社内の関係部門（調達・販売等）

との連携を促進する
B

⑬物流の改善提案と協力
・商取引契約において物流に過度な負担をかけているものがないか検討・改善する

・荷待ち時間や附帯作業の合理化要請があった場合は、真摯に協議に応じ自らも積極的に提案する
B

⑭荷主側の施設の改善
物流施設の集約、新増設、レイアウト変更等必要な改善を実施し、バース等の荷捌き場について、貨物の物量に応じて

適正に確保する
B

⑮入出荷業務の効率化に資する機材等の配置 適正な数のフォークリフトや作業員等、荷役に必要な機材・人員を配置する B

⑯物流コストの可視化
荷主間の商取引において、基準となる物流サービス水準を明確化し、サービスの高低に応じてコストを上下させるメニュープ

ライシング等の取組みを実施し、物流効率に配慮した発注を促す
B

①運送時の安全対策
・異常気象が発生または発生見込みの場合は無理な運送依頼を行わない。物流事業者が運行中止を判断した場合は

これを尊重する

・運転者が適切に休憩を取れるよう出荷予定時刻を設定する

Ａ

②荷役作業時の安全対策 労災の発生を防止するための対策を講じるとともに、事故が発生した場合の賠償責任を明確化する Ａ

①運送契約の書面化 運送契約は書面または電磁的方法を原則 B

②荷役作業等にかかる対価
・荷主は運転者が行う荷役作業料等を支払う者を明確化し、物流事業者に適正な料金を支払う

・自ら運送契約を行わない荷主事業者においても同様
B

③運賃と料金の別建て契約 運送の対価である「運賃」と、運送以外の役務等の対価である「料金」は別建てで契約を原則とする B

④燃料サーチャージの導入・燃料費等の上昇分の価格への反

映
物流事業者から燃料サーチャージ、燃料費上昇、高速道路料金実費の料金反映を求められた場合は、適切に転嫁する B

⑤下請取引の適正化 元請事業者が下請に出す場合、⑤～⑧の対応を求めるとともに、特段の事情なく多重下請が発生しないよう留意する B

⑥物流事業者との協議 運送契約の条件に関して、積極的に協議の場を設ける B

⑦高速道路の利用 拘束時間削減のため、高速道路を積極的に利用する B

⑧運送契約の相手方の選定 物流事業者の選定にあたり、法令遵守状況や、働き方改革・安全性向上への取組みを考慮する B

①賞味期限の年月表示化 商品在庫管理の簡素化と食品ロス削減を図る Ａ

②「1/2ルール」の完全実施 納入期限を統一化し、受注・出荷工程の簡素化を図る Ａ

③ＥＤＩの推進 データによる精度向上とシステム開発費低減を図る Ａ

業界特性に

応じた取組み

優先度区分 ガイドライン項目 内容

物流業務の

効率化・合理

化

輸送荷役時

の安全確保

運送契約の

適正化
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加工食品業界製配販行動指針（FSP版）ポイント
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「加工食品業界製配販行動指針」（FSP版）の２５年度各層評価

製配販の業務結節点にフォーカスし、一方の独りよがりではなく双方がより良くなる取り組みと
結果を確認。課題については双方で共有し解決に向けた活動につなげる、製配販が一体とな
った行動指針と評価指標の位置付け
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加工食品業界製配販行動指針（FSP版）製配販平均評価

1

1

2024年と2025年の優先度Aガイドライン項目の各層平均値
2024年

A A A A A A A A A A A A A

①荷待ち時

間・荷役作

業等にかか

る時間の把

握

②荷待ち・

荷役作業

時間　「2

時間以

内」ルール

③納品

リードタイム

の確保

④予約受

付システム

の導入

⑤物流資

機材の標

準化・利

活用

⑥物流シ

ステムの標

準化・利

活用

⑦検品の

効率化・

検品水準

の適正化

⑧出荷に

合わせた

生産・荷

造り等

①運送時

の安全対

策

②荷役作

業時の安

全対策

①賞味期

限の年月

表示化

②「1/2

ルール」の

完全実施

③ＥＤＩ

の推進

全体平均

卸売業
日食協加盟卸

10社平均
3.8 3.4 3.2 3.2 3.4 3.4 2.9 3.1 4.0 3.0 3.3 3.7 4.3

メーカー
SBM加盟

8社平均
4.0 3.6 3.9 3.8 4.3 2.8 2.3 3.8 4.9 4.8 3.9 3.3 3.9 3.3

卸売業
日食協加盟卸

10社平均
3.8 3.4 3.2 3.2 3.4 3.4 2.9 3.1 4.0 3.0 3.3 3.7 4.3

小売業
SM物流研究会

15社平均
4.9 4.0 5.0 4.7 4.1 3.9 3.1 4.1 4.8 4.6 5.0 5.0 4.0

卸売業
日食協加盟卸

10社平均
2.7 2.6 3.0 3.0 2.0 2.0 3.2 3.9 4.1 3.9 3.1 3.7 3.4

小売業
SM物流研究会

15社平均
4.1 3.9 5.0 2.9 3.4 4.2 3.6 4.1 4.8 4.6 5.0 5.0 3.8

2025年
A A A A A A A A A A A A A

①荷待ち時

間・荷役作

業等にかか

る時間の把

握

②荷待ち・

荷役作業

時間　「2

時間以

内」ルール

③納品

リードタイム

の確保

④予約受

付システム

の導入

⑤物流資

機材の標

準化・利

活用

⑥物流シ

ステムの標

準化・利

活用

⑦検品の

効率化・

検品水準

の適正化

⑧出荷に

合わせた

生産・荷

造り等

①運送時

の安全対

策

②荷役作

業時の安

全対策

①賞味期

限の年月

表示化

②「1/2

ルール」の

完全実施

③ＥＤＩ

の推進

全体平均

卸売業
日食協加盟卸

8社平均
4.1 4.1 3.1 4.1 3.3 2.7 2.9 4.1 4.4 3.1 3.2 3.7 4.4

メーカー
SBM加盟

8社平均
4.0 4.0 4.1 3.9 4.5 2.9 2.9 3.9 5.0 5.0 3.9 3.3 4.1 3.6

卸売業
日食協加盟卸

8社平均
3.2 3.8 3.4 4.1 4.3 4.3 3.3 4.2 4.0

小売業
SM物流研究会

20社平均
3.5 3.8 4.4 4.3 3.4 4.1 3.8 4.1 4.1 4.3 4.6 4.4 4.1

卸売業
日食協加盟卸

8社平均
3.1 3.5 2.9 3.3 3.1 3.6 3.8 3.6 4.2 4.2 3.2 4.0 3.7

小売業
SM物流研究会

20社平均
4.2 3.7 4.0 4.1 3.8 4.2 3.8 4.1 3.8 4.4 4.4 4.4 3.9

連携パターン 回答企業

優先度

ガイドライン項目

①製ー配連携

（メーカー→卸拠点

（小売DC含む））

②配ー販連携

（専用DC→小売店舗）

③配ー販連携

（卸拠点→小売TC）

連携パターン 回答企業

優先度

ガイドライン項目

①製ー配連携

（メーカー→卸拠点

（小売DC含む））

②配ー販連携

（専用DC→小売店舗）

③配ー販連携

（卸拠点→小売TC）

３

７

５

６

４１ ２ ２ ２

６

８

ギャップ
あり

共に
低評価

共に
高評価
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加工食品業界製配販行動指針（FSP版）製配販平均評価

連携PT No・傾向 ガイドライン項目 対比分析

製・配 ①共に高評価 入荷時間把握・入荷滞留2時間以内 取り組み事項と目的の明確化による改善

製・配 ②ギャップ 納品LT・パレタイズ化・賞味年月表示化 SBMメーカー以外の課題

製・配 ③共に低評価 物流システム利活用・検品効率化 ASN＆ノー検品の展開、運用見直しが進んでいない

製・配・販 ④共に高評価 運送・荷役の安全対策 取り組み事項と目的の明確化による改善

製・配 ⑤共に低評価 １／２ルールの完全実施 SM物流研究会以外の課題

配・販TC ⑥ギャップ 入荷時間把握・納品LT・予約・什器利活用 SM物流研究会以外の課題

配・販 ⑦ギャップ １／２ルールの完全実施 SM物流研究会以外の課題

配・販 ⑧共に高評価 EDIの推進
ASN＆ノー検品は定着
今後「商品情報」や「取引条件」のEDI化推進

2025年自己評価の傾向と対比分析、進捗、課題について

⚫ 各層間で点数ギャップの大きい項目は、昨年（15）に対し本年（９（▲６））へ減少
ギャップ要因は、SBMおよびSM物流研究会以外のメーカー、小売業起因が大きい。

⚫ 両層とも点数が低い項目は、昨年の傾向と変化はない。
⚫ 両層とも点数が4.0以上の高評価項目が、昨年（１）に対し本年（９（＋８））へ増加
取り組み事項と目的が明確により、現場運用への反映が進んでいると想定

⚫ チャレンジ項目として以下の実行事例あり
（卸）メーカー共配DCを設置し、複数メーカー混載にて卸拠点へ納品
（卸）特定運送会社による入荷集約、発注曜日集約による入荷件数・車両削減
（小売）同施設内の他チェーンと車両共有と一部で混載配送
（小売）特売時のセンター分散入荷及び店舗への分散納品
（小売）家庭用品（雑貨）は、トラックの積載率を考慮し週3回→週2回納品へ変更

2025/12/23
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メーカー・卸間 納品リードタイム・受注締め時間状況 （首都圏エリア：2026年3月現在）

13

１．全賛助会員メーカー（120社）を対象とした構成

社数 構成比① 社数 構成比① 社数 構成比① 社数 構成比① 社数 構成比① 社数 構成比①

午前締 17 14.2% 56 46.7% 22 18.3% 27 22.5% 7 5.8% 73 60.8%

午後締 0 0.0% 47 39.2% 42 35.0% 1 0.8% 4 3.3% 47 39.2%

合計 17 14.2% 103 85.8% 64 53.3% 28 23.3% 11 9.2% 120 100.0%

 

２．賛助会員メーカー中　従来LT1メーカー（81社）を対象とした構成 ３．午後締LT2メーカーの受注締め時間

社数 構成比③

社数 構成比② 社数 構成比② 社数 構成比② 26 86.7%

午前締 17 21.0% 22 27.2% 39 48.1% 11 36.7%

午後締 0 0.0% 42 51.9% 42 51.9% 5 16.7%

合計 17 21.0% 64 79.0% 81 100.0% 42 140.0%

LT1日 LT2日以上
合計

LT1日→LT2日 従来からLT2日 従来からLT3日以上

14:00

15:00

合計

現状でもLT1日 LT1日→LT2日 合計
LT1日→LT2日

受注締め時間

13:00
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名称 SM物流研究会

設立 2023年10月18日

座長
株式会社ライフコーポレーション

執行役員 首都圏PC・物流本部 本部長 渋谷 剛

参加企業数 ２４社

参加企業
合計売上高 約６．５兆円

会議場所 一般社団法人日本スーパーマーケット協会 会議室

会議回数 3ヵ月に1回実施
（8月、12月、関西SM物流研究会、首都圏SM物流研究会の開催月を除く）

（４） 「SM物流研究会」 の活動状況 ① 概要

SM物流研究会 資料より 
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目的

「2024年問題」をはじめとする物流危機を回避し、

地域の生活を支える社会インフラとしての責務を継続して果たすため、

物流分野を各企業間の「競争領域」ではなく「協力領域」と捉えて、

各社の協力による物流効率化策を研究・検討する

活動方針

１．「持続可能な食品物流」を構築するため、物流分野を

各小売企業間の「競争領域」ではなく「協力領域」と捉えて、

各社の協力による物流効率化策を研究・検討する

２．コンプライアンスを重視し、SM物流研究会（団体）として

商品原価、取引条件に関する提案、交渉は行わない

３．製・配・販（メーカー様、卸様、小売）でサプライチェーン全体の

効率化を考え、協力する体制を構築する

（４） 「SM物流研究会」 の活動状況 ② 目的・沿革

SM物流研究会 資料より 
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項目 新規参加条件

「持続可能な食品物流に向
けた取り組み宣言」 4項目
※2023年3月に宣言

①加工食品における定番商品の発注時間の見直し

・12時までに卸が発注データを受信できる状態（TCの場合、店舗納品日の前日12時までに卸が発注データを

受信できる状態）。最終目標は、店舗納品１日前の12時までに卸が受信できる状態

②特売品・新商品における発注・納品リードタイムの確保

・特売・新商品の発注を6営業日前（8日前）までに行い、リードタイムを確保する

③納品期限の緩和（1/2ルールの採用）

・賞味期間180日以上の加工食品は、「1/2ルール」を採用する採用率100％

④流通BMSによる業務効率化

・卸売業と小売業間の受発注方式における標準化EDI「流通BMS」を導入・活用

その他の条件

⑤「バース予約システムの導入」 ※ドライDCを対象

⑥「パレット納品の推奨」

⑦「トップコミットメント」

※上記、7つの取り組みを求めています。①～⑥は実施予定があることを最低限の条件としています
が、

⑦「トップコミットメント」は必須となります。

（４） 「SM物流研究会」 の活動状況 ③ 新規参加条件

SM物流研究会 資料より 
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（４） 「SM物流研究会」 の活動状況 ④ 「4社物流協議会」から現在に至るまで

2022年

４月 ➢ フードサプライチェーン・サスティナビリティプロジェクト（FSP）開始

• 製・配・販の各団体が参画、持続可能な加工食品物流構築に向けて課題や実態を情報共有、
サプライチェーン全体の最適化に向けた取り組みを検討

➢ 4社物流協議会 開始
• 日本スーパーマーケット協会の首都圏で営業している正副会長企業４社が協議

➢ 「持続可能な食品物流に向けた取り組みに関する宣言」
• 「首都圏SM物流研究会」発足（サミット、マルエツ、ヤオコー、ライフコーポレーション）

➢ 「SM物流研究会」発足（10社体制）
• 首都圏以外の参加企業もあり、研究会の活動規模を拡大「SM物流研究会」、

「首都圏SM物流研究会」の二部制に変更

➢ ４つの分科会を発足して、物流課題に取り組む（15社体制）

• 「パレット納品の拡大」、「共同配送、空きトラックの有効活用」
「生鮮物流における物流課題の解決」、「チルド物流における物流課題の解決」

➢ 「SM物流研究会」 ２４社体制

8月

2023年

３月

１０月

202５年

４月

10月

12月 ➢ 「関西SM物流研究会」発足（オークワ、平和堂、万代、ライフコーポレーション）

2024年

SM物流研究会 資料より 
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⑤ 首都圏SM物流研究会・関西SM物流研究会の発足

「首都圏SM物流研究会」発足
持続可能な食品物流に向けた取り組みに関する発表

「関西SM物流研究会」発足
発足目的、当面の議題などを発表

2023年3月16日に記者発表会を開催

（報道関係 約50社）

2024年12月20日に記者発表会を開催

（報道関係 約50社） ※オンライン含む

SM物流研究会 資料より 
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◼ ＳＭ物流研究会 参加企業（２４社）

・2023年 5月 （株）西友と（株）カスミがメンバーに加わり、6社に

・2023年 10月 （株）いなげや、（株）原信、 （株）ナルス、（株）東急ストアがメンバーに加わり、

10社に

・2024年 3月 （株）平和堂、（株）エコス、 （株）たいらや、（株）マスダ、（株）与野フードセンターが

メンバーに加わり、15社に

SM物流研究会 作成資料. 
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◼ ＳＭ物流研究会 参加企業（２４社）

・202４年 ５月 （株）イトーヨーカ堂がメンバーに加わり、16社に

・2024年 9月 （株）ベイシアがメンバーに加わり、17社に

・2024年 １0月 （株）万代、（株）オークワがメンバーに加わり、19社に

SM物流研究会 作成資料 

・202５年 ３月 （株）マルアイがメンバーに加わり、２０社に

・202５年 ４月 （株）京成ストアがメンバーに加わり、２１社に

・202５年 9月 （株）ウオロク、（株）とりせんがメンバーに加わり、２3社に

・202５年 10月 （株）さとうがメンバーに加わり、２4社に
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スピード感をもって取り組みを進めるため、取り組み項目別に

グループ分けして検討を進め、「研究会で全体共有→検討・決定→実行」を行う

取り組み項目 担当企業

パレット納品の拡大 マルエツ、ライフ、原信・ナルス

共同配送、空きトラックの有効活用 カスミ、西友、ベイシア

生鮮物流における物流課題の解決 サミット、東急ストア、イトーヨーカ堂

チルド物流における物流課題の解決
ヤオコー、いなげや、エコスグループ

京成ストア サミット ウオロク とりせん

（４） 「SM物流研究会」 の活動状況 ⑥ 「分科会」の発足

SM物流研究会 作成資料 
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分科会 取り組み内容

パレット納品の拡大

即席麺、菓子メーカーとの意見交換において各社物流センターの荷役作業実態
（バラ積み納品による荷役作業の長時間化）を提示し、危機感を共有
メーカーから「パレット納品に向けた卸、小売への要望事項」を提示してもらい、一部メーカーで特売等物量が多い日
のパレット納品化までは実現。

共同配送、
空きトラックの
有効活用

加工肉メーカーの配送ルート、配車車両の積載余力に着目した共同配送の可能性
について、発着荷主と運送事業者が連携し仮説案を検証
最初の成功事例の実現に向けて、製・配・販の三層連携の知見を積み上げている。

生鮮物流における
物流課題の解決

サプライチェーンが複雑な青果をテーマに「市場流通ビジョンを考える会」と「卸
売市場・SM物流研究会」を発足し、勉強会を実施
市場流通の実態整理・共通理解と課題の洗出しに取り組み、それぞれの課題の根本原因と解決策について協議。協
議を進める中で重要性が強く認識されつつある、LT延長をサミット、東急ストアで開始し、効果を定量、定性の両面
から検証。
※「市場流通ビジョンを考える会」（代表幹事 磯村 信夫）…2008年に青果・花き・水産市場卸や仲卸等により設立さ
れた組織。市場流通の改善方策や長期ビジョンの協議・検討を通じて、卸売市場の機能強化や国民生活と産地の発
展・向上に寄与することを目的としている。（2024年12月31日時点で法人会員83社、個人会員10名が加盟）

チルド物流における
物流課題の解決

チルド物流研究会（加工肉メーカー、乳業メーカー、チルド麺メーカー）との意見交
換
チルド物流研究会とチルド版FSP（「物流の適正化・生産性向上に向けた荷主事業者・物流事業者の取組に関するガ
イドライン」対応の「チルド食品業界 製配販行動指針」）の作成に向けての意見交換。
※「チルド物流研究会」…2024年10月7日に発足した、チルド食品を取り扱う加工肉・乳業・チルド麺メーカーなど
で結成された研究会。

◼ SM物流研究会 「分科会」の取り組み

SM物流研究会 作成資料 



（５）「改正物流効率化法」 の施行について
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パレット導入



（５）「改正物流効率化法」 の施行について



（５）「改正物流効率化法」 の施行について



Copyright © 2025 Japan Processed Foods Wholesalers Association All Rights Reserved. 

３．サプライチェーンを繋ぐ情報流の現状と課題

（１）加工食品流通業界の情報流の現状

  （２）メーカー・卸間の情報流効率化に向けた取組み

（３）商品情報連携におけるサプライチェーン間での課題

（４）「N-Sikle」（日食協 商品情報連携標準化システム）

26
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メーカー 卸売業 小売業本部

27

受
発
注

物

流
店舗

業界VAN（ファイネット等）

メーカー物流業者

メーカー共配業者

路線便事業者

卸売業DC（汎用・専用）

小売DC・TC

受注

出荷指示 納品データ

発注

納品
納品

物流
情報

VAN各社（多数存在）

発注
日食協

EDI-FMT 受注 発注流通BMS

VAN各社（多数存在）

流通BMS

出荷
指示

納品データ

納品

物流情報

（1）加工食品流通業界の情報流の現状

請
求
・
支
払 VAN各社（多数存在）

請求

流通BMS

メーカー 卸売業 小売業本部

〒

〒請求書

納品書

支払 請求 支払

受領書

支払書
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（２）メーカー・卸間の情報流効率化に向けた取組み

現状の加工食品流通業界の情報流と日食協標準EDIフォーマットの課題等を踏まえ、3月に
組成した「メーカー・卸間次世代標準EDI推進協議会」にて、加工食品サプライチェーンにおける
メーカー・卸間の次世代の標準EDIを策定し、先ずは、「持続可能な物流の構築」 に関する
導入が急がれる事前出荷情報（ASN）等を検討・計画・実施する（伝票・検品レス含む）。

28

① 【 目的 】

日食協標準EDIフォーマット

課 題

技術的老朽化
(制定から39年経過)

新データ種
フォーマットの

要望

現行運用と
仕様書の
老朽化

未利用等
フォーマット

の対応

ASNの利活用
（物流問題）

業際間の標準化
(加工食品・菓子等)

② 【 課題・あるべき姿 】

あるべき姿

今後は、日食協フォーマットをバージョンアップせず、

新たにメーカー・卸間BMSを構築し

BMSを製・配・販3層の標準化EDIとする

メーカー・卸間
ＢＭＳ

（Business Message Standards）

※ 小売⇔メーカー・卸間のEDIは、流通BMSとして利活用が進んでいる。



Copyright © 2026 メーカー・卸間次世代標準EDI推進協議会 All Rights Reserved. 

③ 「メーカー・卸間次世代標準EDI推進協議会」 体制図 （2026年4月現在）

29

メーカー・卸間次世代標準EDI推進協議会

全体会

幹事会

①ASN運用検討分科会 ②業務運用検討分科会 ③標準利用コード検討分科会 ④VAN機能検討分科会

ASN等に関する運用検討
受領、返品、請求・支払、

出荷案内等の業務運用検討
標準利用コード体系

に関する検討
VAN機能に関する検討

事務局
一般社団法人

日本加工食品卸協会

・アサヒビール㈱
・味の素㈱
・カルビー㈱
・菊正宗酒造㈱
・キユーピー㈱
・キリングループロジスティクス㈱
・サントリーホールディングス㈱
・日清食品ホールディングス㈱
・㈱ニップン
・ハウス食品㈱
・明治ホールディングス㈱

・伊藤忠食品㈱
・加藤産業㈱
・国分グループ本社㈱
・㈱高山
・㈱日本アクセス
・日本酒類販売㈱
・三井物産流通

グループ㈱
・三菱食品㈱
・㈱山星屋

幹事会

メーカー
（11社）

卸
（9社）

・GS1 Japan
・e-お菓子ねっと

・大塚食品㈱
・カゴメ㈱
・㈱加藤美蜂園
・カルピス㈱
・クラシエ㈱
・月桂冠㈱
・サッポロビール㈱
・田中食品㈱
・テーブルマーク㈱
・日清オイリオ

グループ㈱

・㈱日清製粉ウェルナ
・ネスレ日本㈱
・ハナマルキ㈱
・ヒガシマル醤油㈱
・マルハニチロ㈱
・㈱明治屋
・ヤマキ㈱
・理研ビタミン㈱

メーカー（18社）

全体会（メーカー29社、卸9社、VAN関連事業者4社、オブザーバー2団体）
（五十音順）

※略称：次世代EDI協議会

・全体会：検討結果を共有する会
・幹事会：協議会における議論の会

BMSメッセージ、ガイドライン策定
・分科会：EDIの前提となる業務運用等を

検討する会

・㈱インテック
・㈱サイバーリンクス
・㈱ファイネット
・富士通Japan㈱

VAN関連事業者
（4社）

オブザーバー（2団体）
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Step１

物流（事前出荷情報（ASN）～受領の高度化）

卸・小売間に比べ遅れている卸・メーカー間の事前出荷（ASN）に関する物流の高度化を図る

以下、既存流通BMSメッセージを参考に各業界VANフォーマットを含めて検討を行う。

⚫ 受発注、受注回答(新規)、ASN(見直し)
※ ASNを実現する上で、必要に応じて受発注データの見直しを行う（新規）

⚫ 受領～請求・支払の業務運用検討
受領～請求・支払を鑑みてStep1では、受領～請求・支払（出荷案内も含む）までの業務運用を検討し、
Step2の実現へ繋げる。また、メーカー・卸間で出荷案内の運用等に差異があるのを是正する。

④ 検討の進め方

1-1. BMSメッセージの作成検討

受領、返品、請求・支払のデータ化と出荷案内の見直し

⚫ 他業界では実現している受領、返品・返品受領のデータ化を行う
⚫ 請求・支払のEDI化を推し進め、効率化と高度化を図る

以下、既存流通BMSメッセージを参考に各業界VANフォーマットを含めて検討を行う。

⚫ 物流 : 受領（新規）、返品・返品受領(新規)
⚫ 出荷案内（見直し）
⚫ 債権債務：請求（（出荷案内）見直し→新規）、支払（新規）

Step２

（本年度継続）

（検討状況次第、本年度一部）
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④ 検討の進め方

残りの既存日食協フォーマットからBMSメッセージへの集約

残りの既存日食協フォーマットからBMSメッセージへの集約を推し進め、効率化と高度化を図る

日食協FMTと各業界VANフォーマットを参考にBMSメッセージを検討する。

⚫ 残りの既存フォーマット（在庫、販売実績、販促金、その他）をBMSメッセージに集約し、標準化を図る

Step3

1-2. 運用指針の確認・検討

① ASN～受領に関しては、「事前出荷情報（ASN）の運用指針（案）」を基に、メーカーと卸で内容を再確
認・再検討する。最終、「運用指針」、「ガイドライン」として纏める

② ①以外のデータに関しては、各Stepを進める上で、運用指針を再確認・再検討し、次世代標準EDIの「運
用指針」、「ガイドライン」として纏める



Copyright © 2026 メーカー・卸間次世代標準EDI推進協議会 All Rights Reserved. 

32

検討項目
2026年 2027年

3月 4月 5月 6月 7月 8月 9月 10月 11月 12月 1月 2月 3月

次世代EDI協議会

幹事会
3/25

全体会
4/22

幹事会
5/26

幹事会
7/29

幹事会
9/30

幹事会
11/25

幹事会
1/27

幹事会
3/24

発注～受注回答～事前出荷メッセージ検討

1. 2025年度実証実験評価

2. VAN機能検討

3. 標準利用コード体系

4. ASN運用検討

受領～請求・支払の業務運用検討

5. 業務運用検討

⑤ 2026年度 スケジュール
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積年の課題：10年前の資料

33

（３） 商品情報連携におけるサプライチェーン間での課題
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（３） 商品情報連携におけるサプライチェーン間での課題

10年後の今も同じ課題



※出所：経産省 第三回商品情報連携標準に関する検討会 【資料】 【資料４】商品情報の連携について（経済産業省提出資料）より

経産省主催 「商品情報連携標準に関する検討会」 （2025年3月14日）
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経産省商品情報連携会議検討体制

Ａ）

Ｂ） Ｃ）

出展：経産省商品情報連携会議資料より
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経産省商品情報連携会議

出展：経産省商品情報連携会議資料より
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経産省商品情報連携会議

出展：経産省商品情報連携会議資料より
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経産省商品情報連携会議

出展：経産省商品情報連携会議資料より
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経産省商品情報連携会議

出展：経産省商品情報連携会議資料より
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経産省商品情報連携会議

出展：経産省商品情報連携会議資料より
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経産省商品情報連携会議 -今後の検討体制ｰ

出展：経産省商品情報連携会議資料より
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経産省商品情報連携会議 -今後の検討体制ｰ

出展：経産省商品情報連携会議資料より
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経産省商品情報連携会議 -今後の検討体制ｰ

出展：経産省商品情報連携会議資料より
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「メーカー・卸・小売間」で見積情報・商品マスタ情報の授受をデジ

タル化し、 フォーマットの共通化や自動変換・出力を行うことで、

小売業ごとの個別対応、メーカー・卸担当者ごとの重複作業を

削減し、サプライチェーン間の全体最適を目指す仕組み」

① 「N-Sikle]（日食協 商品情報連携標準化システム） とは

Nisshokukyo Sales Information Key Link Enhance network

45
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② 商談業務・商品情報連携の現状

46

Aメーカ

Bメーカ

Cメーカ

見積入力

見積入力

見積入力

E卸

F卸

現状では メーカー・卸は小売毎の専用フォーマットで見積書や商品情報を提案してきました。
その為、同じ情報を異なるフォーマットで作成するという重複作業が発生しています。

見積書 提案書

見積書 提案書

見積書 提案書

D卸
提案書

提案書

提案書

見積書

提案書

提案書

提案書

見積書

見積入力

見積入力

見積入力

Y小売

Z小売

X小売

メーカー 卸売業 小売業

（４）「N-Sikle」 （日食協 商品情報連携標準化システム）
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③ N-Sikle サプライチェーンデータ連携構想について

（４）「N-Sikle」 （日食協 商品情報連携標準化システム）
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[関東支部] 

 

 関東支部の 2026 年度幹事会、並びに定時総会が 6 月 1 日（月）、LEVEL21 東京會舘（東

京都千代田区）にて開催された。 

 当日は 11 時半より幹事会、昼食後 13 時より定時総会の順で開催された。 

また、定時総会終了後に特別講演会が行われ、本年は一般社団法人 日本スーパーマーケ

ット協会 専務理事の皆川剛様に「サプライチェーン全体最適による流通生産性」と題して

ご講演いただいた。 

 

【2026 年度関東支部定時総会 要旨】 

 日 時  2026 年 6 月 1 日（月）13:00～ 

 場 所  LEVEL21 東京會舘（アーバンネット大手町ビル） 

 次 第  第 1 号報告 2025 年度本部事業報告の件 

      第 1 号議案 2025 年度事業報告の件 

      第 2 号議案 2025 年度決算報告に関する件 

      第 3 号議案 2026 年度事業計画に関する件 

      第 4 号議案 2026 年度収支予算に関する件 

      第 5 号議案 任期満了に伴う役員改選に関する件 

      第 6 号議案 その他 

 

第 5 号議案「任期満了に伴う役員改選に関する件」では次ページ掲載の事務局案 

が原案通り承認された。 

 

講演する皆川剛専務理事 定時総会 会場の模様 



［近畿支部］ 

 

 近畿支部の 2026 年度定時総会が帝国ホテル大阪にて開催された。 

 次第に沿い、第 1 号議案では 2025 年度事業報告、第 2 号議案では 2025 年度収支決算報

告が行われ、原案通り承認された。第 3 号議案の 2026 年度事業計画、第 4 号議案の 2026

年度収支予算案についても原案通り承認された。 

 

【2026 年度近畿支部定時総会 要旨】 

 日 時 2026 年 6 月 10 日（水）10:00～ 

 場 所 帝国ホテル大阪 5 階 八重の間（大阪市北区） 

次 第 第 1 号議案  2025 年度事業報告の件 

     第 2 号議案  2025 年度収支決算報告に関する件 

     第 3 号議案  2026 年度事業計画（案）に関する件 

     第 4 号議案  2026 年度収支予算（案）に関する件 

 

近畿支部定時総会 会場の模様 



［東海支部］ 

 

 東海支部の 2026 年度定時総会が名古屋観光ホテルにて開催された。 

当日は中食連 2026 年度定時総会、講演会と併せての開催で、定時総会後の講演会では 

Ｉ.Ｐ.Ｓ株式会社 井上翔輝代表取締役プロデューサーによる「食との関わりによるブラン

ド価値創造」と題した講演が行われた。 

  

【2026 年度東海支部定時総会 要旨】 

日 時 2026 年 6 月 23 日（火）13:30～ 

場 所 名古屋観光ホテル（名古屋市中区） 

次 第 第 1 号議案 2025 年事業報告書承認の件 

     第 2 号議案 2025 年収支決算書承認の件 

     第 3 号議案 2026 年事業計画案承認の件 

     第 4 号議案 2026 年収支予算案承認の件 

      

  

 中食連 定時総会で挨拶する永津嘉人会長 東海支部定時総会の模様 



「商品情報連携」 の状況と 「N-Sikle」 の進捗について

2026年 6月 19日

理事会 資料
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１.食品サプライチェーンにおける「商品情報連携」の現状と課題

流通業界全体の共通課題

人口減少にともなう将来の労働人口不足は、今と同じ仕事の仕方を続けていては、業務が廻らなくなって

しまいます。私たち、食品流通業界は、現状82.1万人月という多くの人手をかけている商品情報連携作業
の継続が厳しくなることが目に見えており、今のままでは、スムーズに消費者のもとに商品が届かない状況が
懸念されています。

サプライチェーンで必要な商品情報とは

私たち食品流通で必要な商品情報は、大きく分けて、以下の3つに分類されます。
① 商品マスタ基本情報：商品コード、名称、規格、入り数、各種分類コードなどの基本的な情報
② 商品画像情報 ：棚パワーなどアプリケーションで使用する棚割用画像、提案書などに添付

する説明用画像、小売業のチラシやWerbサイトの使用にも耐える高精細画像など
③ 商品品質系情報 ：品質項目、アレルギー情報、栄養成分などの商品の品質系情報

10年以上前に製配販における、商品情報の受け渡しに関して課題が提起され、流通BMSにて
連携を行うなどさまざまな対応が検討されましたが、総論賛成・各論反対で有効な課題解決策を
打出す事が出来ず、現在でも10年前と同じ課題を抱えたままです。
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積年の課題：10年前の資料

１.食品サプライチェーンにおける「商品情報連携」の現状と課題
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１.食品サプライチェーンにおける「商品情報連携」の現状と課題

3

10年後の今も同じ課題



Copyright © 202６ Japan Processed Foods Wholesalers Association All Rights Reserved. 4

２．経産省商品情報連携会議 -今後の検討体制ｰ

出展：経産省消費財サプライチェーン協議会資料より
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２．経産省商品情報連携会議 -今後の検討体制ｰ

出展：経産省消費財サプライチェーン協議会資料より
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３：消費財サプライチェーン協議会検討事項

出展：経産省消費財サプライチェーン協議会資料より
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３：消費財サプライチェーン協議会検討事項

出展：経産省消費財サプライチェーン協議会資料より
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４．「商品情報プラットフォーム」の考え方

ブランドオーナーと卸・小売の間で、必要な商品情報の共有を行う商品情報プラットフォームを実現するため、ブランドオー
ナー、卸、小売に対し、それぞれに役割を定義した。

商品情報プラットフォーム

「商品情報プラットフォーム」の現状

業界全体の効率化のために経済産業省が主導する「商品情報プラットフォーム」の必要性は理解されていますが、「商品情報プラットフォーム」

と連携するための開発が各社で必要となり、大手企業は利用出来るが、中小企業では利用が難しいと想定されています。
大手のみが利用する仕組みでは、業界全体での業務効率化が期待できないことや、その利用費用に関しても高くなることが危惧されており、
中小企業でも利用できる仕組みを構築する必要があります。
N-Sikleのような業界プラットフォームと「商品情報プラットフォーム」が連携することで 製配販における商品情報連携の効率化を進めることが
必要です。

出展：経産省商品情報連携会議資料より
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５．N-Sikle サプライチェーンデータ連携構想について
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①商品情報プラットフォームを、多くの小売業に利用してもらい利用料を低減させる。「Inforex(食品DB)」と「PRS（日雑DB）」 に関して、

GS1Japanを経由せず、商品情報ﾌﾟﾗｯﾄﾌｫｰﾑ提供者のＪＩＩ・ＰＲＳからN-Sikleへ直接連携することを検討する。

ＰＲＳから連携する場合のサイバーリンクスへの発生費用及び利用者料金体系の考え方を整理する。

②GS1Japanの機能としては、流通ＢＭＳの役割と同様にシステム提供者ではなく商品情報プラットフォームの管理者として、マスタ品質の

担保・GTIN10の登録ルールの状況確認・ＡＰＩの標準化・高度化改廃（開発はシステム提供者が行う）を検討することを想定

サイバーリンクス 小売業卸売業メーカー

N-Sikle

見積業務

商品マスタ
授受業務

見積業務

商品マスタ
授受業務

見積業務

商品マスタ
授受業務

ftp含む(API連携）

ｼﾞｬﾊﾟﾝ・ｲﾝﾌｫﾚｯｸｽ

Inforex
（食品DB）

ＰＲＳ

PRS
（日雑DB）

Inforex
（食品累積DB
卸代行入力）

Inforex
（食品累積DB）

PRS
（日雑累積DB）メーカー各社

(ブランドオーナー)

GS1Japan：

システム提供者としてではなく流通ＢＭＳの役割と同様に商品情報ﾌﾟﾗｯﾄﾌｫｰﾑの管理者としてGTINの10の登

録ルールが維持されているか及び商品情報ﾌﾟﾗｯﾄﾌｫｰﾑの品質向上を推進する。

Ftp含むAPI連携

Ftp含むAPI連携

画面入力

未決定事項

５．N-Sikle サプライチェーンデータ連携構想について
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参考）現在のN-Sikle 料金表（卸売業様／メーカー様向け）

11

N-Sikle（商品情報連携システム） 月額費用（１IDあたり）

機能 無料 ライト
スタンダー

ド
FULL

コース オプション月額料金

コース名 料金
①Web商

談
②社内承認 ③電子保存

基本 ID発行 ● ● ● ● 無料 0 － － －

見積機能

見積依頼 ● ● ライト 1,000 500 500 500

見積投稿 ● ● ● ● スタンダード 2,000 500 500 500

集約機能 ● ● FULL 3,500 － － －

承認機能 OP② OP② ●

見積情報記録 ● ● ●

電子保存 OP③ OP③ ●

商品情報

商品依頼 ● ●

商品投稿 ● ● ● ●

集約機能 ● ●

承認機能 OP② OP② ●

商品情報記録 ● ● ●

スケジュール管理
スケジュール参照 ● ● ● ●

スケジュール設定・進捗管理 ● ●

Ｗｅｂ商談

Ｗｅｂ商談参加 ● ● ● ●

Ｗｅｂ商談会議主催 OP① OP① ●

Ｗｅｂ商談記録 ● ● ●

その他 メール通知 ● ● ● ●

月額料金 無料 1,000 2,000 3,500

※社内承認のみ使用される場合は、ID単価500円／月となります。
※卸様はスタンダード利用（オプションは別途） メーカー様は無料プランかライトプラン利用（オプションは別途）

・サービス利用規約に合意いただけるものといたします。

・無料プランでは、作成／送信した見積／商品マスタデータは一定期間

（1ヶ月）以上の保存は出来ません。

また、ヘルプデスク問い合わせはメールのみ対応等の機能制限がある

ものといたします。

・個別ご要望に関する機能のカスタマイズおよび追加などが必要となった

場合は、別途費用といたします。

・上記費用には、利用ユーザー様でのネットワークに関する費用は含んで

ないものといたします。

・上記費用には、消費税は含んでないものといたします。

CONFIDENTIAL

Appendix：サイバーリンクスからのN-Sikle料金（案）
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N-Sikle 新料金プラン（案） 卸売業様／メーカー様向け

12

N-Sikle（商品情報連携システム） 月額費用（１IDあたり）

機能 無料 スタンダード FULL
コース オプション月額料金

コース名 料金 電子保存 ー

基本 ID発行 ● ● ● 無料 0 利用不可

見積機能

見積依頼 ● ● スタンダード 3,000 500

見積投稿 ●（発信制限） ● ● FULL ３,500 －

集約機能 ● ●

承認機能 ● ●

見積情報記録 ● ●

電子保存 オプション ●

商品情報

商品依頼 ● ●

商品投稿 ●（発信制限） ● ●

集約機能 ● ●

承認機能 ● ●

商品情報記録 ● ●

スケジュール管理
スケジュール参照 ● ● ●

スケジュール設定・進捗管理 ● ●

Ｗｅｂ商談

Ｗｅｂ商談参加 ● ● ●

Ｗｅｂ商談会議主催 ● ●

Ｗｅｂ商談記録 ● ●

その他 メール通知 ● ● ●

月額料金 無料 3,000 3,500

※社内承認のみ使用される場合は、ID単価1,000円／月となります。
※卸様はスタンダード利用（オプションは別途） メーカー様は無料プランかスタンダードプラン利用（オプションは
別途）

・サービス利用規約に合意いただけるものといたします。

・無料プランでは、作成／送信した見積／商品マスタデータは

一定期間（1ヶ月）以上の保存は出来ません。

また、ヘルプデスク問い合わせはメールのみ対応等の機能制限がある

ものといたします。

・個別ご要望に関する機能のカスタマイズおよび追加などが必要となった

場合は、別途費用といたします。

・上記費用には、利用ユーザー様でのネットワークに関する費用は含んで

ないものといたします。

・上記費用には、消費税は含んでないものといたします。

変更点
①ライトプランの廃止
②無料プランでのメーカー発信での投稿発信制限
③スタンダードプランに関するオプション設定の

見直し（OP①②を標準とする）
④社内承認機能のみの利用料金の見直し
⑤月額費用の支払に関して、年額の一括支払いと

させていただく。
※途中解約時の返金は発生しないものとする。

2026年4月１３日時点でご利用いただいておりますIDに対する料金変更時期は、別途ご相談とさせていただきます。

CONFIDENTIAL

Appendix：サイバーリンクスからのN-Sikle料金（案）
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2026年7⽉1⽇

氏　名 社名・所属 役　　職
代表理事 会　⻑ 國分  　晃  国分グループ本社株式会社 代表取締役社⻑執⾏役員 兼ＣＯＯ

代表理事 副会⻑・近畿⽀部⻑ 岡本　  均  伊藤忠食品株式会社 代表取締役社⻑・社⻑執⾏役員

代表理事 副会⻑・関東⽀部⻑ 服部　真也  株式会社⽇本アクセス 代表取締役社⻑ 社⻑執⾏役員ＣＥＯ

代表理事 副会⻑ 伊藤　和男  三菱食品株式会社 代表取締役社⻑

業務執⾏理事 専務理事 時岡　肯平  (一社)⽇本加工食品卸協会 （常　勤）

理　　事 津久浦慶明  コンタツ株式会社 代表取締役社⻑

理　　事 加藤　和弥  加藤産業株式会社 代表取締役社⻑執⾏役員

理　　事 本村　陽一  コゲツ産業株式会社 代表取締役社⻑

理　　事 東北⽀部⻑ 佐藤　　淳  佐藤株式会社 代表取締役社⻑

理　　事 東海⽀部⻑ 永津　嘉人  株式会社トーカン 代表取締役社⻑ 社⻑執⾏役員

理　　事 山田　共之  ユアサ・フナショク株式会社 代表取締役社⻑

理　　事 竹内　孝久  旭食品株式会社 代表取締役会⻑

理　　事 植村　敏男  株式会社サンヨー堂 代表取締役社⻑

理　　事 柴田　幸介  三井物産流通グループ株式会社 代表取締役社⻑

理　　事 倉本　　隆  ⽇本酒類販売株式会社 代表取締役社⻑

理　　事 中四国⽀部⻑ 渋江　　透  藤徳物産株式会社 代表取締役社⻑

理　　事 北陸⽀部⻑ 谷口　英樹  カナカン株式会社 代表取締役社⻑

理　　事 九州・沖縄⽀部⻑ 工藤　恭二  ヤマエ久野株式会社 代表取締役社⻑

理　　事 鈴⽊　嘉一  国分グループ本社株式会社 取締役専務執⾏役員

理　　事 佐伯　泰昌  伊藤忠食品株式会社 常務執⾏役員　

理　　事 北海道⽀部⻑ 齋藤　伸一  ⽇本アクセス北海道株式会社 代表取締役社⻑ 社⻑執⾏役員

理　　事 政策委員⻑ 山根　隆幸  三菱食品株式会社 常務執⾏役員　

理　　事 今津　達也  株式会社⽇本アクセス 審議役　マーケティング部⻑

監　　事 升本 　 正  株式会社升喜 代表取締役会⻑

監　　事 田原　貴之  味の素株式会社 執⾏役常務 食品事業本部副事業本部⻑

理事23名　　監事2名　　計25名

「2026年度 役員体制」

役　　職
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